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公益社団法人 日本矯正歯科学会 倫理規程 

 

前 文 

 我々歯科医師が職業上遵守すべき規範として、歯科医師法、医療法等の法令が存在するが、

これらは社会的秩序を維持するための最低限の基準を定めたものである。専門職団体の構

成員が社会に対して拠るべき行動の指針は、法令のみならず、構成員が自律的に形成し共有

する倫理によって支えられるべきであろう。 

 公益社団法人日本矯正歯科学会は、1926 年の創立以来、歯科矯正学の学術的発展と矯正

歯科医療の向上に寄与し、社会からの信頼のもとに活動を積み重ねてきた。本学会は、創立

100 周年という節目を迎えるにあたり、これまでに培われた歴史と伝統を礎として、会員が

守る倫理観および行動の規範を示す。 

 専門職に求められる責務は、昨今においては学術的卓越性に加え、国民に対する説明責任、

公正性、透明性を含む、より広範なものへと拡大している。専門医制度を担う公益社団法人

である本学会が、矯正歯科医療を通じて社会に果たす役割は、これまで以上に重要なものと

なった。 

 高度な矯正歯科専門教育を受けた歯科医師を主な構成員とする本学会は、会員一人ひと

りの価値観に基づく行動倫理を可能な限り尊重することを前提としつつも、同時に、会員が

共有する行動の規範を改めて成文化することもまた、公正性を確保するうえで重要な意義を

有すると考える。 

 本学会は、これまでに培われた専門性と倫理観を礎とし、将来にわたって社会から信頼さ

れる専門職団体であり続けることを目指し、本倫理規程を改訂する。 

 

 1 章 会員の基本的姿勢  

 

（患者・社会への奉仕） 

第 1 条 公益社団法人日本矯正歯科学会定款第５条第１項に定める会員 （以「会会員 と

いう。）は、自らの職業を通して歯科矯正学に関する知識、技術、経験を生かし、常に患者

および社会のために奉仕しなければならない。 

 

（知識・技術の習得と生涯教育） 

第 2 条 会員は歯科医療の質の向上のため日々研鑽に努め、新しい知識や技術を習得する

と共に医療人としての教養を高めることを心がけなければならない。 

 

（知識・技術の進歩と発展への貢献） 

第 3 条 会員は歯科医療の基礎となる歯科医学の進歩と発展のために貢献することを心

がけなければならない。 
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（品性の陶冶と保持） 

第 4 条 会員は、歯科医師の患者・社会からの信頼を維持・向上するために、それを毀損

する行為は厳に慎み、品性の陶冶と保持に努めなければならない。 

 

（法令・規則等の遵守） 

第 5 条 会員は我国のすべての法令を遵守すると共に、日本矯正歯科学会（以「、 会学会 

という）の定める定款、規程 （本倫理規程を含む。）、規則、綱領等を尊重・遵守しなければ

ならない。 

 

（学会の決定の遵守等） 

第 6 条 会員は、社員総会、理事会、委員会等の決定に違背する行為、本学会の決定に背

く行為を行ってはならない。 

２．理事会は、会員による本倫理規程の遵守及び会員の倫理の維持・向上のために、必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

（学会に対する背信行為の禁止） 

第 7 条 会員は、学会に不利になるように、故意に虚偽又は誤解を与える言動をしてはな

らない。 

２．会員は、理事会又は懲戒規則に定める倫理委員会、矯正歯科専門医制度規則に定める専

門医委員会、認定研修施設制度規則に定める研修施設審査委員会、認定医制度規則に定める

認定医委員会、臨床医制度規則に定める臨床医委員会その他本学会に所属する委員会（以「

総称して会各委員会 という。）から、資料提供その他の理事会又は各委員会が必要と考え

る協力を求められた場合には、これに応じなければならない。懲戒規則における倫理審査の

対象となった会員は、自らの所属する機関が、理事会又は各委員会から、資料提供その他の

理事会又は各委員会が必要と考える協力を求められた場合には、当該機関をしてこれに応

じさせなければならない。 

３ 会員は学会の名誉及び信用を傷つけ、又は学会の目的に反する行為をしてはならない。 

 

 2 章 研究活動  

 

（研究倫理の遵守） 

第８条 会員が研究活動をする場合には、国際的、国内的に認められた研究に関する規範、

規約及び条約等、国内の法令、告示、指針、ガイドライン等及び当該会員が所属する医療機

関において定められている諸規定を遵守しなければならない。 
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3 章 医療活動 

 

１． 患者に対する責務 

（基本的姿勢） 

第 9 条 会員が医療活動に従事する場合には、患者および家族の人格、人権、尊厳を尊重

し、患者の健康・福利の維持・増進のために、信義に従い誠実、公正に職務を行わなければ

ならない。 

 

（患者への説明と同意（インフォームド・コンセント）） 

第 10 条 会員は、患者、もしくは保護者に対して症状、病状、考えられる原因、予測され

る今後の推移、および検査・治療の内容や方法等について説明をしなければならない。会員

は、患者、保護者が理解できるような平易な説明を心がけなければならない。 

２．会員は、治療に対する患者もしくは保護者の自己決定権を尊重しなければならない。 

３．歯科診療（治療）を行う場合には、患者もしくは保護者の自由意志による同意を得なけ

ればならない。同意を得るに先立ち、患者に対して検査、治療、処置の目的、内容、実施し

た場合及びしない場合の危険・得失、代替の方法の有無・内容とその得失、治療にかかる費

用、期間などを十分に説明し、それを理解し判断するのに必要な時間を十分に与えた上で同

意を得るよう心掛けなければならない。なお、説明内容にも言及した同意書を作成すること

が望ましい。 

 

（診療録の記載と保存） 

第 11 条 会員は、患者の診療をした場合には、その内容を具体的に記載した診療録を作成

し、法に定められた期間および管理者のもとにそれを保存しなければならない。 

 

（守秘義務、個人情報の保護） 

第12条 会員は、職業上知り得た患者情報を、正当な理由なく外部に漏らしてはならない。 

２．会員は、個人情報を適切に管理しなければならない。 

 

（診療情報、診療録の開示） 

第 13 条 会員は患者本人から診療情報の提供・診療録の開示を求められた場合は原則的に

応じなければならない。ただし、診療情報の提供・診療録の開示が①第三者の利益を害する

おそれがあるとき、②患者本人の心身の状況を著しく損なうおそれがあるとき、③その他診

療情報の提供・診療録の開示を行うことが不適当とする相当な事由があるとき、はその限り

でない。 

 

（応召義務 一般治療に対する応急処置） 
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第14条 会員は会員の標榜する診療科以外の疾病について応急処置の求めがあった場合に

は、処置、アドバイス、または他の医療機関に紹介、依頼するなど、適切に対応するよう努

めなければならない。 

 

（矯正治療に対する応急処置） 

第 15 条 会員は、矯正歯科治療中の患者またはその主治医から緊急に矯正歯科治療の応急

処置を求められた場合には、適切に対応するよう努めなければならない。 

 

（無診察治療の禁止） 

第 16 条 会員は、自ら診察しないで治療をし、又は診断書もしくは処方箋を交付してはな

らない。 

 

（対診 ） 

第 17 条 １．会員は自己の専門領域、知識、技術の範囲を超えると判断した疾病を有する

患者については、それぞれの専門医に対診を求めるよう努めるべきである。会員は、相互に

その専門領域を尊重しつつ必要に応じて協力し、患者の診療にあたらなければならない。 

２．会員は他の医療機関において診断、治療中の患者について対診を求められた場合は、医

学的根拠を付した上で自らの意見を誠実に述べなければならない。 

 

（セカンドオピニオン） 

第 18 条 

会員は、自身の患者から、他の医療機関におけるセカンドオピニオン取得の希望を受けた場

合は、診療情報の提供といった必要な支援を行わなければならない。 

 

（医療の安全確保） 

第 19 条 会員は、医療の安全を確保するための注意を怠ってはならない。 

 

（広告•宣伝とホームページへの掲載） 

第 20 条 診療所の名称は、公衆をまどわせ、研究機関や公的な施設と間違えられやすいも

のを使用してはならない。 

２．広告・宣伝とホームページへの掲載は医療法の「で医療広告を規制する厚生労働省会医

業若しくは歯科医業又は病院若しくは診療所に関する広告等に関する指針（以「、会医療広

告ガイドライン という。) および会日本矯正歯科学会医療広告ガイドライン を遵守し

なければならず、虚偽もしくは誇大な宣伝ならびにその内容のホームページへの掲載により

患者を誤導することがあってはならない。また広告・宣伝とホームページへの掲載の方法、

内容は、歯科医師、歯科医療の品位を損なうものであってはならない。 
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３．広告•宣伝には歯科商業雑誌ならびに歯科広告用チラシ等を含むものとする。 

 

（薬物、材料、医療機器、治療法の規制と公開） 

第 21 条 歯科医学界において効果がないとされている薬物、材料、治療法を安易に患者に

使用してはならない。 

２．医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律 （以「会薬機法 ）

未承認の薬物、材料、医療機器、治療法を安易に使用することは控えなければならない。 

３．薬機法未承認の薬物、材料、医療機器、治療法に関して、その名称、製造方法、効能・

効果又は性能に関して、ホームページへの掲載ならびに講習会や歯科用商業雑誌等を含めて

広告をする際には、会医療広告ガイドライン および会日本矯正歯科学会医療広告ガイドラ

イン を遵守しなければならない。 

４．矯正器具、材料、医療機器、治療法に関して新しい考案をした場合には歯科医療の進歩、

発展のために、学術的範囲において公開することが望ましい。ただし、当該案件に関する特

許権 （特許を受ける権利を含む）、実用新案権（実用新案登録を受ける権利を含む）、著作権

その他の知的財産権は尊重されなければならない。 

 

（医療に含まれない商品の販売やサービスの提供） 

第 22 条 医療施設の中で、治療に関連した患者の療養に有用な物品の販売やサービスの提

供をすることは許されるが、患者の便宜上有用なものに限らなければならない。歯科医師、

歯科医療の品位を損なう物品の販売やサービスの提供を行ってはならない。 

 

（患者指導） 

第 23 条 会員は、治療に必要な患者指導を適切に行わなければならない。 

２．会員は、患者を診療したときは、患者又は保護者に対して療養の方法その他保健の向上

に必要な事項の指導をしなければならない。 

 

（医療行為に対する報酬と謝礼） 

第 24 条 診療行為に対する報酬は、会員個々の知識、技術、経験に基づいた診療内容に対

して適正なものであるべきである。 

２．会員は、医療行為への対価たる報酬以外の報酬を患者に要求してはならない。 

 

２． 歯科医師相互間の責務 

（歯科医師相互間の関係と協力） 

第 25 条 会員は、他の歯科医師に対してその経験と学識に敬意を持って接し、また医療行

為に関して協力を惜しんではならない。 
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（主治医の尊重） 

第 26 条 主治医は担当する患者の診療に対してすべての責任を持ち、他の歯科医師は主治

医の判断、立場を尊重しなければならない。 

２．治療中である主治医の紹介がない状況で、患者が会員に対して治療の継続を求めてきた

場合は、患者から十分に話を聞いた上で再び主治医を受診するように計らうことが望まし

い。状況により治療の継続を引き受けなければならないと判断される場合には、それまでの

主治医と連絡を取り、必要な検査資料と診療情報の提供を受け、円滑な治療の継続ができる

ように努めるべきである。 

 

（患者の斡旋・勧誘） 

第 27 条 会員は、自己の利益を優先して患者を勧誘する行為をしてはならない。 

２．会員は、他の歯科医師より患者の紹介を受けた場合、あるいは他に患者を紹介する場合

に、その代償として紹介手数料に類する授受行為を行ってはならない。ただし社会通念上の

儀礼的行為の範囲に留まる場合はこの限りでない。 

３．会員は、報酬や利益を得て患者を斡旋する行為、あるいはそのような行為を行う業者に

協力することは控えるべきである。 

 

（他の歯科医師への誹謗の禁止と証言） 

第 28 条 会員は、患者およびその家族などに対して他の歯科医師の行った診療内容につい

てみだりに非難や批判を行ってはならない。同僚への軽率な誹謗は歯科医師全体に対する社

会的信頼を損なうことになる。 

２．万一、診療内容が適切でないと判断される場合には改善処置を講ずるべきである。 

３．公的な機関より専門的な証言や意見を求められた場合には公正な意見を述べなければ

ならない。 

 

（歯科医師間での意見の不一致） 

第 29 条 歯科医師間で医療行為に関して意見の不一致が有る場合には、原則として主治医

の意見を尊重するべきである。歯科医師間での医療行為に関する論争は歯科医師の間で解

決されるべきものであり、患者を巻き込んではならない。 

 

（転医による矯正治療の継続） 

第 30 条 患者の転居又は会員の事故（病気、死亡など）などの理由により患者が転医を必

要とする場合には、会員は次のようなことに留意しなければならない。 

（１）治療の継続を依頼する会員は必要資料を依頼先の歯科医に送る。 

（２）治療の継続を依頼された会員は、転医患者の矯正装置を変更する場合、その理由や加

算料金などについて十分に説明し、患者の信頼を失わないように留意する。また前医の診断
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や治療内容に関して状況不明の場合は相互の連絡や意見の交換をする。 

（３）転医に際しての矯正費用の返金については別途定める指針を参考とする。 

 

３． 歯科医師以外の関係者との関係 

（歯科医療関連業者との関係） 

第 31 条 業者との取引は適正なものでなくてはならず、業者との個人的な利益関係を優先

させてはならない。 

 

（診療補助者の指導と監督） 

第 32 条 会員は、診療補助者の業務について、その範囲を逸脱しないように指導し、監督

しなければならない。 

２．会員は、診療補助者が業務上知り得た患者情報等を漏洩することのないように指導し、

監督しなければならない。 

 

４． 社会に対する責務 

（医療事故への対応） 

第 33 条 診療中に患者に傷害を与える事故が起こった場合には、会員は先ず患者の治療に

尽くさなければならない。また、患者に事情を十分に説明しなければならない。加えて、必

要に応じて、家族にも患者と同様の説明を行うよう努めなければならない。 

２．事故発生後、あるいは紛争発生後に、責任を逃れるために診療録の改ざん等の行為をし

てはならない。 

 

（社会に対する情報の発信） 

第 34 条 会員は社会に対して専門的知識等に関して教育・啓発の活動を行うことが望まれ

る。 

２．会員が、公衆に対して専門的知識等を説明する場合には、学問的に十分な根拠を持った

代表的な意見を、公正な手段で提供するよう努めなければならない。 

３．会員が、公衆に対して専門的知識等を説明する場合には、自己の宣伝は慎み、品位を保

って行わなければならない。 

４．メディアに求められて対応する場合には、会員は、情報の受け手に対して誠実、公正な

意見を述べるよう努めなければならない。 

５．会員は、情報が不足する段階で、医療事故や医療過誤などについてメディアに対して不

用意な意見を述べることは控えるべきである。 

 

（会員ならびに歯科医師に対する情報の発信） 

第 35 条 会員が、会員ならびに歯科医師に対して講習会等を用いて専門的知識等を説明す
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る場合には、学問的に十分な根拠を持った代表的な意見を、公正な手段で提供するよう努め

なければならない。 

２．会員が、会員ならびに歯科医師に対して専門的知識等を説明する場合には、自己の宣伝

は慎み、品位を保って行わなければならない。 

３．会員が、歯科商業雑誌ならびに歯科広告用チラシ等を使用して会員ならびに歯科医師に

対して提供する講習会等の開催情報は医療法その他法令を遵守しなければならず、虚偽もし

くは誇大な内容により会員ならびに歯科医師を誤導することがあってはならない。 

 

（公衆衛生・保健活動への協力） 

第 36 条 会員は、公衆衛生の向上のために努めなければならず、保健活動への協力を惜し

んではならない。 

 

（保険医療） 

第 37 条 会員は、社会保障制度、特に医療保険制度、介護保険制度が健全に構築されるよ

うに協力しなければならない。 

２．保険診療を行う会員は、医療保険制度に基づく適切な診療を行わなければならない。ま

た制度の破壊に繋がるいかなる不正行為も、それを行ってはならない。 

 

（国際活動への参加） 

第 38 条 会員は、矯正歯科医療に関する専門的知識と能力をもって国際的に貢献できるこ

とを認識し、良心に従って、また法的な節度と品位を保ちつつ、国際的な保健活動に協力し

貢献することが望まれる。 

 

4 章 教育活動 

 

第 39 条 会員は、歯科矯正学の発展、矯正歯科医療の質の維持、向上のために、他の会員

等に対する教育に、協力、貢献することを心がけるべきである。 

 

第 40 条 会員は、歯科矯正学、矯正歯科治療の教育に携わる際に、以「の各項目を自覚、

尊重し遵守しなければならない。 

（１）教育活動は、医療を通じた国民全体への奉仕であって、一部個人のためだけの奉仕で

はないことを自覚し、公共の福祉の増進を目指すことにその目的があることを常に認識し

て、誠実に教育活動の遂行に当たらなければならない。 

（２）自らの教育に関連する行為が、国民の医療に対する信頼に影響を与えることを認識し、

公正な教育活動を遂行しなければならない。 

（３）教育される側の歯科医師等の人格と人権を尊重し、自由な学習を支援しなければなら
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ない。威圧的な態度や、不適切な言動により教育される側の人格を傷つけないよう注意しな

ければならない。 

（４）教育される側の歯科医師等の模範となるよう、品位ある行動を取らなければならない。 

（５）自己の教育能力を開発し、教育内容・方法を点検・改善する努力を怠ってはならない。

（６）自己の教育活動に対する他者からの評価・批判に対しては、真摯に応答しなければな

らない。 

（７）教育に携わる他の者に対しては敬意を持って接し、その人権を侵害してはならない。 

 

5 章 認定医  

 

第 41 条 認定医は、以「の項目を遵守しなければならない。 

（１）認定医として有する歯科矯正学に関する知識・技術・経験を通して、社会に貢献する

よう努めなければならない。 

（２）矯正歯科医療に関する認定医としての歯科医療活動が、学会、認定医資格、及び矯正

歯科医療全体に対する信頼に影響を与えることを認識し、適切な医療活動を遂行しなけれ

ばならない。 

（３）矯正歯科医療に関して研鑽する努力を怠ってはならない。 

（４）認定医としての品位を毀損する行為をしてはならない。 

（５）学会認定医制度規則・学会認定医制度施行細則の定めを遵守しなければならない。 

（６）認定医に関する広告は医療法の「で医療広告を規制する厚生労働省会医療広告ガイド

ライン および会日本矯正歯科学会医療広告ガイドライン に定めるところに従わなければ

ならない。 

 

6 章 日本歯科専門医機構認定矯正歯科専門医 

 

第 42 条 日本歯科専門医機構が認定する専門医 （以「、 会専門医 という。）は、以「の項

目を遵守しなければならない。 

（１）専門医として有する歯科矯正学に関する知識・技術・経験を通して、社会に貢献する

よう努めなければならない。 

（２）矯正歯科医療に関する専門医としての歯科医療活動が、学会、専門医資格及び矯正歯

科医療全体に対する信頼に影響を与えることを認識し、適切な医療活動を遂行しなければ

ならない。 

（３）止むを得ない事情がある場合を除いて、認定医、専門医を養成する教育、審査に対す

る協力を惜しんではならない。 

（４）矯正歯科医療に関して研鑽する努力を怠ってはならない。 

（５）専門医としての品位を毀損する行為をしてはならない。 
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（６）専門医制度規則・専門医制度施行細則の定めを遵守しなければならない。 

（７）専門医に関する広告は医療法の「で医療広告を規制する厚生労働省会医療広告ガイド

ライン および会日本矯正歯科学会医療広告ガイドライン に定めるところに従わなければ

ならない。 

 

7 章 研修指導医 

 

第 43 条  研修指導医は、以「の項目を遵守しなければならない。 

（１）研修指導医として有する歯科矯正学と歯学教育に関する知識・技術・経験を通して、

認定医、専門医を養成する教育、審査に協力するよう努めなければならない。 

（２）研修指導医としての教育活動、歯科医療活動が、学会、研修指導医資格及び矯正歯科

医療全体に対する信頼に影響を与えることを認識し、適切な活動を遂行しなければならな

い。 

（３）歯学教育、矯正歯科医療に関して研鑽する努力を怠ってはならない。 

（４）研修指導医としての品位を毀損する行為をしてはならない。 

（５）専門医制度規則・専門医制度施行細則の定めを遵守しなければならない。 

（６）研修指導医に関する広告は医療法の「で医療広告を規制する厚生労働省会医療広告ガ

イドライン および会日本矯正歯科学会医療広告ガイドライン に定めるところに従わなけ

ればならない。 

 

８章 臨床医 

 

第 44 条  臨床医は、以「の項目を遵守しなければならない。 

（１）臨床医として有する歯科矯正学に関する知識・技術・経験を通して、社会に貢献する

よう努めなければならない。 

（２）矯正歯科医療に関する臨床医としての歯科医療活動が、学会、臨床医資格及び矯正歯

科医療全体に対する信頼に影響を与えることを認識し、適切な医療活動を遂行しなければ

ならない。 

（３）矯正歯科医療に関して研鑽する努力を怠ってはならない。 

（４）臨床医としての品位を毀損する行為をしてはならない。 

（５）臨床医制度規則・臨床医制度施行細則の定めを遵守しなければならない。 

（６）臨床医に関する広告は医療法の「で医療広告を規制する厚生労働省会医療広告ガイド

ライン および会日本矯正歯科学会医療広告ガイドライン に定めるところに従わなければ

ならない。 
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９章 日本歯科専門医機構認定研修施設 

第 45 条 日本歯科専門医機構認定研修施設 （以「、会認定研修施設 という。）は、以「の

項目を遵守しなければならない。 

（１）認定研修施設として有する歯科矯正学と歯学教育に関する知識・技術・経験を通して、

認定医、専門医を養成する教育、審査に協力するよう努めなければならない。 

（２）認定研修施設としての教育活動、歯科医療活動が、学会、認定研修施設及び矯正歯科

医療全体に対する信頼に影響を与えることを認識し、適切な活動を遂行しなければならな

い。 

（３）歯学教育、矯正歯科医療に関して研鑽する努力を怠ってはならない。 

（４）認定研修施設としての品位を毀損する行為をしてはならない。 

（５）認定研修施設制度規則・認定研修施設制度施行細則の定めを遵守しなければならない。 

（６）認定研修施設に関する広告は医療法の「で医療広告を規制する厚生労働省会医療広告

ガイドライン および会日本矯正歯科学会医療広告ガイドライン に定めるところに従わな

ければならない。 

 

１０章 役員 委員会委員等 

 

第 46 条 本学会の役員は、会務の運営に当たって、定款をはじめとする当学会の諸規則を

遵守し、信義に基づき誠実・公正に職務を遂行しなければならない。 

 

第 47 条 本学会における各種委員会の構成員は、委員会の運営に当たって、定款、委員会

規程等の諸規則を遵守し、信義に基づき誠実・公正に職務を遂行しなければならない。 

 

第 48 条 本規程は、理事会の決定をもって改正することができる。 

 

附則 

１．本規程は、平成 19年 9月 19日に制定し、同日から施行する。 

２．この規程は、内閣総理大臣による公益認定を受けた日から施行する。 

３．本規程は、平成 27年 3月 2日に改正し、同日から施行する。 

４．本規程は、平成 28年 11 月 7日に改正し、同日から施行する。 

５．本規程は、平成 29年 6月 26日に改正し、同日から施行する 

6. 本規程は、令和８年 7 月 30 日に改正し、同日から施行する。ただし、令和 10 年 3 月

末日に至るまでは、本規程前文は、会研修指導医 を会研修指導医、指導医 に読み替え、

第 42 条 （ただし、同条第５号を除く。）は会研修指導医 を会研修指導医又は指導医 に読

み替え、同条１号の会認定医、専門医 は、会認定医（研修指導医においては認定医及び専

門医） に読み替え、同条第５号は、会専門医制度規則 ・専門医制度施行細則 を会研修指導
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医においては専門医制度規則 ・専門医制度施行細則の定めを、指導医においては認定医制度

規則・認定医制度施行細則 に読み替えたうえで適用する。 

また、令和 10 年 3 月末日に至るまでは、本規程第 44 条柱書は、会認定研修施設（以「、

会認定研修施設 という。） を会認定研修施設並びに基本研修機関及び臨床研修機関 （以「、

会認定研修施設等 という。） に読み替え、同条第１号ないし第４号及び同条第６号は会認

定研修施設 を会認定研修施設等 に読み替え、同条第１号は、会認定医、専門医 を会認

定医（認定研修施設においては認定医、専門医及び研修指導医） に読み替え、同条第５号

は、会認定研修施設制度規則・認定研修施設制度施行細則 を会認定研修施設においては認

定研修施設制度規則・認定研修施設制度施行細則の定めを、基本研修機関及び臨床研修機関

においては認定医制度規則・認定医制度施行細則 に読み替えたうえで適用する。 

また、令和 10年 3月末日に至るまでは、本規程第 7条第 2項に定める 会その他本学会に

所属する委員会 には、令和元年 11 月 20 日施行の認定医制度規則に定める研修機関検討

委員会を含むものとする。 

 


